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第５章 研究開発への取り組み状況

１ 研究開発部門の従業者数.

・商鉱工業企業の１企業当たり研究開発部門従業者は５０ ２人と前年度と比べ１ ３. .

人の増加、製造企業は５３ ７人、同０ ８人の増加。. .

・正社員に占める割合は４ ９％と正社員が減少傾向のなか、前年度に比べ０ １ポイ. .

ントの上昇。

研究開発部門の従業者数（本社研究開発部門従業者と研究所従業者の計）は３７ ５万.

。 、 。人となった このうち 商鉱工業企業は３６ ７万人と前年度比▲２ １％の減少となった. .

商鉱工業企業の９割を占める製造企業の研究開発部門従業者は３３ １万人、前年度比.

▲２５％の減少となっている。.

研究開発部門従業者の正社員に占める割合は４５％、１企業当たりの研究開発従業者.

（研究開発費を特掲して報告のあった企業数で除した研究開発従業者数）は４８ ０人と.

なった。商鉱工業企業の正社員に占める割合は４９％と、常時従業者に占める正社員の.

割合が低下（９年度８２ ８％、１０年度８１ ４％、１１年度８０ ２％、１２年度. . .

７８ ７％）するなか、１２年度は前年度に比べ、０ １ポイント上昇となった。１企業当. .

たりの研究開発部門従業者は５０ ２人、前年度に比べ１ ３人の増加となった。産業別に. .

みると、製造企業は５３ ７人と同０ ８人の増加、卸売企業、小売企業及び飲食企業もそ. .

れぞれ増加となったが、鉱業企業は減少となった。

電気・ガス企業の１企業当たり研究開発部門従業者は１０２０人、サービス業(＊)は.

１１０人となった。.

産業別１企業当たり研究開発従業者数と正社員に占める割合
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　研究開発部門従業者数

１企業当たり
研究開発 　 　 研究開発

部門従業者 本社部門 研究所 部門従業者
（人） （％） （人）

合計 12年度 375,218 214,962 160,256 4.5 48.0
  商鉱工業 11年度 374,730 219,877 154,853 4.8 48.9

12年度 367,039 209,247 157,792 4.9 50.2
増減率(%) ▲ 2.1 ▲ 4.8 1.9 0.1 1.3

　 鉱業 11年度 236 111 125 2.2 16.9
12年度 247 127 120 2.5 15.4
増減率(%) 4.7 14.4 ▲ 4.0 0.3 ▲1.5

　 製造業 11年度 339,286 198,407 140,879 6.7 52.9
12年度 330,635 189,116 141,519 6.7 53.7
増減率(%) ▲ 2.5 ▲ 4.7 0.5 0.0 0.8

　 卸売業 11年度 32,715 19,117 13,598 2.2 30.9
12年度 33,463 17,737 15,726 2.4 34.9
増減率(%) 2.3 ▲ 7.2 15.6 0.2 4.0

　 小売業 11年度 2,023 1,785 238 0.2 16.2
12年度 2,180 1,783 397 0.2 17.7
増減率(%) 7.8 ▲ 0.1 66.8 0.0 1.5

　 飲食店 11年度 470 457 13 0.4 8.9
12年度 514 484 30 0.4 11.2
増減率(%) 9.4 5.9 130.8 0.0 2.3

 電気・ガス業 12年度 2,959 1,523 1,436 1.5 102.0
 サービス業(*) 12年度 5,210 4,182 1,028 0.8 11.0
（注1）サービス業(*)は、写真現像・焼付業、冠婚葬祭業（互助会を除く）、ｺ゙ﾙﾌ場、遊園地・ﾃｰﾏﾊﾟー ｸ、機械修理業、物品賃貸業(ﾘｰｽ業)、

　　　映画･ﾋ゙ﾃ゙ｵ制作業、ｿﾌﾄｳェｱ業、情報処理・提供ｻｰﾋﾞｽ業、広告代理業、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ業、個人教授所の計。

（注2）正社員に占める研究開発部門従業者の割合、１企業当たり研究開発部門従業者の増減率は増減値。

研究開発部門
従業者の正社
員に占める割

合
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２ 研究開発費〔付表：表１４参照〕.

・製造企業の１企業当たり研究開発費は１４億５千万円と前年度比８１％の増加。.

・製造企業の売上高研究開発費比率は３ ９９％（前年度に比べ▲０ ０３ポイント低. .

下）とわずかに低下。

研究開発費を特掲して報告のあった企業は対象企業の２９ ２％にあたる７８０９社、. ,

。 、これら企業の研究開発費は９兆８３８１億円となった 売上高研究開発費比率は３１２％.

１企業当たり研究開発費は１２億６千万円となった。

研究開発費の９割以上を占める商鉱工業企業の研究開発費は９兆５２９９億円と前年度

比３５％の増加となった このうち自社研究開発費は８兆６８０８億円 前年度比２４％. .。 （

増 、研究開発費に占める割合は９１１％（前年度に比べ▲１ ０ポイント低下）となっ） . .

ている。また、社外への委託研究開発費は８ ４９１億円（前年度比１６ ９％増）となっ, .

た。

製造企業の研究開発費は、８兆９０３３億円と前年度比３９％の増加となった。業種.

別にみると精密機械器具製造業、その他の製造業など２２業種中１０業種が減少、電気機

械器具製造業 化学工業など１２業種が増加となった 売上高研究開発費比率は３ ９９％、 。 .

（同▲０ ０３ポイント低下）とわずかに低下した。.

製造企業で研究開発費の多い業種をみると 電気機械器具製造業が３兆２０５４億円 製、 （

造企業に占める割合３６ ０％）と最も多く、次いで輸送用機械器具製造業、化学工業、.

一般機械器具製造業の順となっており、この上位４業種で８６％を占めている。

研究開発費の報告があった企業を１企業当たりでみると、商鉱工業企業では１３億１千

万円と前年度比８ ６％の増加となった。.

製造企業は１４億５千万円と同８ １％の増加となった。業種別にみると、木材・木製.

品製造業など７業種が減少、プラスチック製品製造業、非鉄金属製造業など１５業種が増

加となった。

卸売企業は６億４千万円、同９０％の増加、自動車卸売業など１５業種中９業種が増.

加となっている。

鉱業企業は１億３千万円 前年度比▲１５８％減 小売企業は８千万円 同１５４％（ ）、 （. .

増 、飲食企業２千万円（同３２ ９％増）となった。） .
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（注１）商鉱工業は９年度から飲食店を含めている。

（注２）サービス業(＊)は１２年度から調査対象としたため１２年度数値のみで作成している。

産業別１企業当たり研究開発費と対売上高比率
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＊

　研究開発費
　  研究開発費

集計企業数 売上高 合計 自社開発費 委託開発費受託研究費 売上高 研究開発費

（億円） （億円） （億円） (%) （百万円） （百万円）

合計 12年度 7,809 3,154,041 98,381 88,786 9,594 3,355 3.12 40,390 1,260
 商鉱工業 11年度 7,662 2,743,651 92,060 84,796 7,263 2,907 3.36 35,809 1,202

12年度 7,305 2,861,474 95,299 86,808 8,491 3,163 3.33 39,171 1,305
増減率(%) ▲ 4.7 4.3 3.5 2.4 16.9 8.8 ▲ 0.03 9.4 8.6

　鉱業 11年度 14 2,464 22 22 0 5 0.88 17,598 155
12年度 16 4,764 21 15 6 6 0.44 29,774 130
増減率(%) 14.3 93.4 ▲ 3.8 ▲ 30.0 4338.5 31.4 ▲ 0.44 69.2 ▲ 15.8

　製造業 11年度 6,411 2,133,815 85,727 78,899 6,828 2,775 4.02 33,284 1,337
12年度 6,161 2,233,301 89,033 81,103 7,931 3,012 3.99 36,249 1,445
増減率(%) ▲ 3.9 4.7 3.9 2.8 16.2 8.5 ▲ 0.03 8.9 8.1

　卸売業 11年度 1,059 565,779 6,223 5,801 423 127 1.10 53,426 588
12年度 959 548,668 6,144 5,614 531 144 1.12 57,213 641
増減率(%) ▲ 9.4 ▲ 3.0 ▲ 1.3 ▲ 3.2 25.6 13.9 0.02 7.1 9.0

　小売業 11年度 125 37,941 81 69 13 1 0.21 30,353 65
12年度 123 67,302 92 69 24 0 0.14 54,717 75
増減率(%) ▲ 1.6 77.4 13.6 ▲ 0.4 89.8 － ▲ 0.07 80.3 15.4

　飲食店 11年度 53 3,654 7 7 0 － 0.19 6,894 13
12年度 46 7,438 8 8 0 0 0.11 16,170 17
増減率(%) ▲ 13.2 103.6 18.3 17.5 ▲40.0 － ▲ 0.08 134.6 32.9

 電気・ガス業 12年度 29           x           x           x           x x x x x
  ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業・割賦金融業 12年度 1           x           x           x           x x x x x
 サービス業(*) 12年度 474 104,464 1,187 1,084 102 101 1.14 22,039 250

　　　映画･ﾋ゙ﾃﾞｵ制作業、ｿﾌﾄｳェｱ業、情報処理・提供ｻ ﾋー゙ｽ業、広告代理業、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸ゙業、個人教授所の計。

１企業当たり

（注2）売上高研究開発費比率の増減率は変動幅である。

（注1）サービス業(*)は、写真現像・焼付業、冠婚葬祭業（互助会を除く）、ｺ゙ﾙﾌ場、遊園地・ﾃー ﾏﾊ゚ ｸー、機械修理業、物品賃貸業(ﾘー ｽ業)、

売上高研究
開発費比率
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１企業当たり研究開発費と対売上高比率（鉱業・製造業）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

商
鉱
工
業

　
鉱
業

　
製
造
業

　
食
料

　
飲
料

　
繊
維

　
衣
服

　
木
材

　
家
具

　
紙
パ

　
出
版

　
化
学

　
石
油

　
プ
ラ

　
ゴ
ム

　
皮
革

　
窯
業

　
鉄
鋼

　
非
鉄

　
金
属

　
一
般

　
電
気

　
輸
送

　
精
密

　
他
製

（百万円）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

（％）

平成１０年度 平成１１年度 平成１０年度 平成１１年度
研究開発費 対売上高比率

１企業当たり研究開発費と対売上高比率（鉱業・製造業）
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１企業当たり研究開発費と対売上高比率（卸売・小売業、飲食店）
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１企業当たり研究開発費と対売上高比率（卸売・小売業、飲食店）
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